
紀のり11に架かる崩落した上水道用の橋の配管

和

饉

》

郡

崩
落
し
、
１
週
間
に
わ
た
り
約
６
万
世

帯

（約
１３
万
８
０
０
０
人
）
が
断
水
被

害
を
受
け
、
市
民
生
活
や
経
済
活
動
に

大
き
な
影
響
を
も
た
ら
し
た
。
崩
落
し

た
水
管
橋
は
１
９
７
５
年
に
建
設
さ
れ

た
。
長
さ
５
４
６
研
で
直
径
９０
彙
ン
の
水

道
管
が
２
本
通
っ
て
い
る
。
事
故
後
、

橋
の
ア
ー
チ
部
か
ら
水
道
管
を
つ
り
下

げ
て
い
る
鋼
管
製
の

「
つ
り
材
」
４
カ

所
が
腐
食
し
破
断
し
て
い
る
の
が
見
つ

か
っ
た
。
破
断
は
い
ず
れ
も
部
材
の
連

結
部
分
で
、
潮
風
の
塩
分
や
雨
水
、
鳥

の
フ
ン
な
ど
が
た
ま
り
や
す
い
こ
と
が

腐
食
を
早
め
た
と
推
測
さ
れ
て
い
る
。

水
管
橋
崩
落
の
瞬
間
の
映
像

（国
土

交
通
省
近
畿
地
方
整
備
局
和
歌
山
河
川

国
道
事
務
所
の
ビ
デ
オ
塾
山
）
が
全
国

に
繰
り
返
し
放
映
さ
れ
た
。
Ｓ
Ｎ
Ｓ
で

は

「風
も
な
く
、
地
震
も
な
い
の
に
、

突
然
、
水
管
橋
が
崩
落
、
途
上
国
の
映

像
か
と
思
っ
た
Ｌ
鳥
の
フ
ン
で
橋
が
落

ち
る
日
本
の
設
計
」
と
い
っ
た
声
が
上

が
つ
た
。
ま
た
、
グ
ー
グ
ル
・
ス
ト
リ

ー
ト
ビ
ュ
ー
で
は
、
つ
り
金
具
の
腐
食

破
断
の
画
像
が
明
瞭
に
記
録
さ
れ
て
い

て
話
題
と
な
っ
た
。

水
管
橋
の
復
旧
に
は
、
約
１７
億
円
か

か
る
と
試
算
さ
れ
て
い
る
。　
一
方
、
和

歌
山
市
水
道
局
の
年
間
料
金
収
入
は
約

６６
億
円

（過
去
２０
年
間
で
２
割
減
）
で

あ
る
。
当
然
、
内
部
留
保
金
だ
け
で
は

対
応
で
き
ず
、
国
の
財
政
支
援
が
必
要

と
な
る
だ
ろ
う
。
厚
生
労
働
省
は
昨
年

１０
月
２７
日
付
で
従
来
の

「水
道
施
設
耐

震
化
補
助
交
付
金
メ
ニ
ュ
ー

（補
助
率

３
分
の
１
と
に
「水
管
橋
耐
震
化
等
事

業
」
を
追
加
し
た
。

こ
つゝ
し
た
水
道
イ
ン
フ
ラ

面
の
老
朽
化
に
よ
る
事
故
は
、

共

全
国
各
地
で
頻
発
し
て
い

る
。
千
葉
県
で
は
昨
年
１０
月

７
日
、
地
震
で
送
水
管
か
ら

水
が
噴
出
し
た
。
宮
城
県
で

も
同
５
月
に
発
生
し
た
地
震

に
よ
り
仙
台
市
内
４
カ
所
で

水
道
管
破
損
で
漏
水
事
故
が

起
き
た
。

こ
れ
ら
の
事
故
は
氷
山
の

一
角
で
あ
る
。
日
本
水
道
協

日本に思び寄る「大断水時代」
老朽化施設の更新費用が不足
水道老朽化による事故が全国各地で頻発 している。

かずなり

和就
ら

＋

Ｕ

む

Ｉ

↑

れ

士

口

(グローバルウォータ・ジャバン代表)

会
の
統
計
に
よ
る
と
、
毎
年
２
万
件
以

上
の
漏
水
事
故
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。

背
景
に
は
昭
和
３０
年
代
か
ら
高
度
経
済

成
長
期
に
敷
設
さ
れ
た
配
管
網
の
老
朽

化
や
水
道
施
設
の
耐
震
化
の
遅
れ
で
あ

る
。
国
内
の
水
道
管
の
総
延
長
７２
万
キ
ロ

超
の
つゝ
ち
、
耐
用
年
数
４０
年
を
超
え
た

水
道
管
は
全
国
平
均
で
１７
・
６
％
、
耐

震
化
を
終
え
た
水
道
管
は
全
国
で
４０
％

し
か
な
い
。

し
か
も
、
老
朽
化
し
た
配
管
の
更
新

率
は
わ
ず
か
０
・
６８
％
で
あ
る
。
こ
の

ま
ま
の
更
新
率
で
は
、
全
国
の
老
朽
化

配
管
を
取
り
換
え
る
た
め
に
は
約
１
５

０
年
か
か
る
計
算
と
な
り
、
そ
の
間
も

老
朽
化
が
刻
々
と
進
む
。

今
後
、
頻
発
す
る
地
震
や
地
球
温
暖

化
に
よ
る
災
害
に
水
道
シ
ス
テ
ム
が
対

応
で
き
な
い
の
は
明
白
だ
。
世
界
に
誇

れ
る
水
道
普
及
率
９８
％
の
日
本
列
島
に

大
断
水
が
忍
び
寄
っ
て
き
て
い
る
。

人
口
減
で
料
金
収
入
も
激
減

特
に
老
朽
化
が
著
し
い
の
が
水
道
配

管
で
あ
る
が
、
更
新
費
用
が
捻
出
で
き

な
い
状
況
に
あ
る
。上
下
水
道
事
業
は
、

基
本
的
に
は
自
治
体

（都
道
府
県
市
町

村
）
が
水
道
料
金
収
入
に
よ
る
独
立
会

計
で
運
営
し
て
い
る
。
だ
が
全
国
的
な

人
口
減
少
や
節
水
機
器
の
普
及
、
用
水

型
産
業
の
海
外
移
転
な
ど
に
よ
り
急
激
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に
料
金
収
入
が
減
少
し
て
い
る
。

総
務
省
の
地
方
公
営
企
業
の
決
算
状

況
調
査
に
よ
る
と
、
料
金
収
入
ピ
ー
ク

の
２
０
０
４
年
か
ら
１６
年
ま
で
の
１２
年

間
で
料
金
収
入
が
約
２
０
０
０
億
円
減

少
し
て
い
る
。
ま
た
１６
年
時
点
の
日
本

の
総
人
ロ
ー
億
２
６
９
３
万
人
が
、
２０

年
ま
で
に
３
５
８
万
人
減
少
し
て
お

り
、
厳
し
い
水
道
事
業
経
営
に
直
面
し

て
い
る
。
現
在
で
も
全
水
道
事
業
体
の

３
分
の
１
が
経
費
が
収
入
を
上
回
る
原

価
割
れ
に
陥
つ
て
い
る
。

総
務
省
が
公
表
し
た
２０
年
度
の
地
方

公
営
企
業
等
の
水
道
事
業
決
算
の
概
要

に
よ
る
と
対
前
年
度
比
で
水
道
料
金
収

入
が
９
４
７
億
円
減
少
し
た
。
近
年
の

水
道
料
金
の
減
少
幅
を
見
る
と
１８
年
度

は
ユ則
年
度
比
で
１
１
２
億
円
減
、
１９
年

度
は
同
比
で
１
４
２
億
円
減
に
対
し
、

２０
年
度
の
同
比
９
４
７
億
円
減
が
際
立

っ
て
い
る
。
コ
ロ
ナ
禍
に
よ

る
巣
ご
も
り
で
家
庭
用

（単

一
　

価
が
安
い
）
の
水
道
量
の
増

一●
・

加
は
見
ら
れ
た
も
の
の
、
逆

一■
一　

に
料
金
逓
増
率

（使
用
量
が

一
一一一．　

増
え
る
ほ
ど
、
水
量
当
た
り

の
単
価
が
高
く
な
る
）
の
高

い
業
務
用
の
水
道
料
金
収
入

が
減
少
し
た
か
ら
で
あ
る
。

追
い
打
ち
を
か
け
た
の

は
、
コ
ロ
ナ
禍
対
策
と
し
て
、

各
水
道
事
業
体
が
実
施
し
た

水
道
料
金
の
支
払
い
猶
予
と
減
免
制
度

（水
道
料
金
や
基
本
料
金
の
免
除
）
で
あ

る
。
支
払
い
猶
予
は
４‐
億
円

（１
０
８

５
事
業
者
）
さ
ら
に
全
国
５
１
３
の
水

道
事
業
体
で
実
施
さ
れ
た
減
免
総
額
は

約
６
８
８
億
円
で
あ
る

（２‐
年
１２
月
１５

日
時
点
）。
本
来
ご
」
の
減
免
総
額
６
８

８
億
円
は
水
道
施
設
の
更
新
費
用
に
も

充
当
さ
れ
る
金
額
で
あ
る
。

％

７

６

９

０

２

８

１

５

４

４

３

２

３

２

２

２

２

２

厚
労
省
の
減
免
調
査
に
回
答
し
た
５

０
６
水
道
事
業
者
の
事
業
規
模
別
の
分

布
は
、
①
給
水
人
ロ
ー
０
０
万
人
以
上

は
４
事
業
者
、
②
同
５０
万
か
ら
１
０
０

万
人
は
４
事
業
者
、
③
２５
万
か
ら
５０
万

人
が
２９
事
業
者
、
④
給
水
人
口
２５
万
人

未
満
が
４
６
９
事
業
者
―
―
で
あ
る
。

つ
ま
り
、
通
常
で
も
経
営
状
態
が
厳
し

い
給
水
人
口
の
少
な
い
事
業
体
が
多
い

こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
コ
ロ
ナ
減
免

で
さ
ら
に
老
朽
管
の
更
新
工
事
が
延
期

ま
た
は
中
止
さ
れ
る
こ
と
が
危
惧
さ
れ

て
い
る
。

経
営
の
見
え
る
化
が
必
要

・９
年
に
水
道
法
の
一
部
改
正
が
行
わ

れ
、
こ
れ
か
ら
の
水
道
行
政
と
し
て
、

①
広
域
化

・
統
合
化
、
②
官
民
連
携
―

―
が
提
唱
さ
れ
た
。
だ
が
、
水
道
の
広

域
化

（近
隣
市
町
村
と
協
業
）
は
一
筋

縄
で
は
い
か
な
い
。

平
成
の
大
合
併
の
時
に
合
併
し
な
か

っ
た
市
町
村
、
水
道
に
限
る
と
水
道
料

金
の
安
い
所
と
高
い
所
が
あ
る
と
議
会

で
賛
成
が
得
ら
れ
な
い
。
統
合
化

（複

数
の
浄
水
場
を
整
理
）
も
危
険
性
を
秘

め
て
い
る
。

和
歌
山
市
の
断
水
事
故
を
見
て
も
、

断
水
被
害
を
受
け
た
河
西
地
域
に
は
浄

水
場
が
存
在
し
て
い
た
が
、
統
合
化
に

よ
り
廃
止
さ
れ
、
川
を
ま
た
ぐ
水
管
橋

に
頼
る
こ
と
に
な
っ
た
か
ら
で
あ
る
。

官
民
連
携
も
有
効
な
手
段
で
あ
る
が
、

年
々
減
少
す
る
料
金
収
入
が
明
示
さ
れ

る
な
か
、
民
間
企
業
が
喜
ん
で
参
入
す

る
と
は
思
え
な
い
。

最
後
は
、
自
治
体
の
責
務
と
し
て
市

民
に
水
道
経
営
の
実
態
を
明
ら
か
に

し
、
孫
の
代
ま
で
続
く
１
０
０
年
水
道

の
た
め
に
理
解
を
頂
き
、
水
道
料
金
の

値
上
げ
を
敢
行
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
だ

が
、
受
益
者
負
担
だ
け
で
は
加
速
す
る

老
朽
化
に
追
い
付
か
な
い
中
、
公
金
の

投
入
も
視
野
に
入
れ
る
べ
き
で
あ
ろ

うゝ′。現
に
経
済
安
全
保
障
法
制
に
関
す
る

有
識
者
会
議
は
２
月
１
日
、
小
林
鷹
之

経
済
安
全
保
障
相
に

「基
幹
イ
ン
フ
ラ

の
事
前
審
査
項
目
」
に
水
道
を
織
り
込

む
握
百
を
行
っ
て
い
る
。
国
民
の
命
に

か
か
わ
る
水
道
を
守
る
た
め
に
幅
広
い

議
論
が
必
要
で
あ
る
。　
　
　
　
　
Ｄ

耐用年数(40年)を超えた水道管の
割合が多い自治体
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(注 )2018年度末時点  (出所)厚生労働省水道課
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